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財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政状状状状状状状状状状況況況況況況況況況況等等等等等等等等等等一一一一一一一一一一覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧表表表表表表表表表表（（（（（（（（（（平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成11111111119999999999年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度））））））））））のののののののののの公公公公公公公公公公財政状況等一覧表（平成19年度）の公表表表表表表表表表表表　
地方公共団体の行財政運営は、地方分権の進展に伴い住民に対する説明責任を果たしていくことが求めら

れています。国から交付される地方交付税の削減などにより財政状況が極めて厳しい中、住民皆さんのご理
解とご協力を得ながら健全な財政運営を進めていくことが重要であり、これまでも地方自治法に基づく決算
や財政状況のほか、19年度決算からは新たに健全化判断比率を公表しているところですが、今後の公会計改
革などを視野に入れ、公営事業会計の状況や第三セクターなどの経営状況と財政援助の状況も含めた、総合的
な財政情報を全国共通の様式によりお知らせします。　　　　　　　　　　　　（総務課財政係　�52‐2112）

（単位：百万円）団体名 南富良野町 
標準財政規模Ａ+Ｂ+Ｃ臨時財政対策債発行可能額Ｃ普通交付税額Ｂ標準税収入額等Ａ

2,5731552,016402

地方公共団体の標準的な税収入額に地方譲与税と交通安全対策特別交付金を加えた額をいいます。標準税収入額等
国から地方公共団体に分配する地方交付税が足りないために、その不足する金額の一部を、いった

ん地方公共団体が借金をしてまかなっておく地方債を「臨時財政対策債」といいます。
本来、国が我が町に配分すべき普通交付税の額と実際に交付する額との差が発行可能額となります。

臨時財政対策債
発 行 可 能 額

標準的な状態で収入されるであろう経常的な一般財源の規模を示すもので、標準的な税収入額等に
普通交付税額と臨時財政対策債発行可能額を加えた額をいいます。
我が町は面積が広いうえに集落が分散していることから、人口に比べて学校や公民館などの数が多

く、国が考えている標準的な状態よりも予算規模が大きくなっています。

標準財政規模

（単位：百万円）１．一般会計等の財政状況
備 考地方債現在高他会計等からの繰入金実質収支形式収支歳　出歳　入会　計　名

6,282236774,1514,158一 般 会 計

6,282774,1514,158一般会計等

下記の公営事業会計以外の会計をまとめたものをいい、我が町では一般会計がこれにあたり、福祉・教
育・土木・衛生など町の基本的な施策を行うための会計です。
主な収入には、町税・使用料・地方交付税・国庫支出金などがあります。

一 般 会 計 等

　各会計年度における歳入総額から歳出総額を単純に差し引いた額をいいます。形 式 収 支

　形式収支から翌年度への繰越財源を差し引いた額をいいます。翌年度への繰越財源とは、複数年度に渡っ
て執行する継続費の繰越額や年度内に支出が終わらなかった繰越明許費の翌年度繰越額のことをいいます。実 質 収 支

　法律で設けることが決められている国民健康保険事業特別会計や老人保健特別会計、介護保険特別会計
などの事業会計のほか、町が独自に設けている介護サービス事業特別会計や簡易水道事業特別会計、公共
下水道事業特別会計がこれにあたります。

特 別 会 計

　法律で特別会計を設けてその経理を行わなければならない公営企業や事業に係る会計をいい、我が町で
は、６つの特別会計全てが「公営事業会計」にあたります。
　このうち、民間企業と似た経理を行う会計を「公営企業会計」といい、地方公営企業法を適用する法適
用企業と適用しない法非適用企業があります。
　我が町では、公営事業に該当する特別会計のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、
簡易水道事業特別会計と公共下水道事業特別会計が公営企業会計にあたり、いずれも法非適用企業です。

公営企業会計等

（単位：百万円）２．公営企業会計等の財政状況
備 考左のうち一般会計

等繰入見込額
企業債（地方
債）現在高

他会計等か
らの繰入金

資金剰余額/不足額
（実質収支）

純損益
（形式収支）

総費用
（歳出）

総収益
（歳入）会　　計　　名

ーー661010428439国民健康保険事業特別会計

ーー2844383387老 人 保 健 特 別 会 計

ーー381010189198介 護 保 険 特 別 会 計

ーー381010266275介護サービス事業特別会計

法非適用7481,1109333339342簡易水道事業特別会計

法非適用6481,0017422192194公共下水道事業特別会計

1,3962,11139公 営 企 業 会 計 等 計
（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」
　　　　を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数
　　　　　（△～）で表示している。　
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

2277 広報みなみふらの №637

教
育
委
員
会
通
信

特　
　

集

ま
ち
の
話
題
・出

来
事

財
政
状
況
一
覧
表

（
平
成　

年
度
）

１９

富
良
野広

域
連
合
議
会

長
寿
医
療
制
度
の

お
知
ら
せ

子
育
て支

援
セ
ン
タ
ー

平
成　

年
度
の

２１
ま
ち
づ
く
り

（単位：百万円）３．関係する一部事務組合等の財政状況
備 考左のうち一般会計

等負担見込額
地 方 債
現 在 高

他会計等か
らの繰入金実質収支形式収支歳　出歳　入一般事務組合等名

ー97ー1919792811富 良野地区消防組合
1161,880ー44410415富良野地区環境衛生組合
39174ー339598富良野広域串内草地組合
ーーー333134上川教育研修センター
1562,15129一 部 事 務 組 合 等 計

（単位：百万円）４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

備 考一般会計等
負担見込額

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体か
らの貸付金

当該団体か
らの補助金

当該団体か
らの出資金純 資 産経常損益地方公社・

第三セクター等名

1034ーーー23△413南富良野町振興公社
1034ーーー23地方公社・第三セクター等計

（単位：百万円）

差引
Ｂ－Ａ

１9年度
Ｂ

１８年度
Ａその他基金名

8890882（e）備 荒 資 金 （ 超 過 分 ）
ーーー（f）合併特例債により造成された基金
ーーー（g）その他(d～fいずれにも当てはまらない基金）

△2111,9382,149合計（d）+（e）+（f）+（g）

（注） １．｢充当可能基金｣とは｢将来負担比率｣の算定において、一般会計等が今後負担すべき地方債の償還などへ充てる　　　
　　　ことができる基金の額をいう。
　　 ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。

（単位：百万円）５．基金の状況
差引
Ｂ－Ａ

１9年度
Ｂ

１８年度
Ａ充当可能基金名

0517517（a）財政調整基金
△71825（b）減 債 基 金

△212513725（c）その他充当可能基金
△2191,0481,267（d）充当可能基金 計

　標準財政規模に占める一般会計の実質赤字の比率をいいます。我が町は、基金からの繰入で収支不足を補っている
ため赤字はなく、比率がプラスの値になっています。
　早期健全化基準の△15％を下回ると、国から財政の健全化を強く求められる財政健全化団体となり、財政再生基準
の△20％を下回ると国の管理下で財政再建を強いられる財政再生団体となります。

実 質 赤 字
比 率

　標準財政規模に占める全会計の実質赤字の比率をいいます。我が町は、全会計を通して赤字はなく、比率がプラ
スの値になっています。
　△20％を下回ると財政健全化団体に、△40％を下回ると財政再生団体となります。

連 結 実 質
赤 字 比 率

　公債費（地方債の元利償還金）などを標準財政規模などで除して得た値の過去3年間の平均値をいいます。
　この比率が18％以上となると地方債を発行する際に国の許可が必要となり、25％以上になると財政健全化団体に、
35％以上になると財政再生団体となり、地方債の発行が厳しく制限されます。

実質公債費
比 率

　標準財政規模に占める公営企業会計や出資法人を含めた町の実質的な借金の比率をいいます。振興公社への債務
補償額の一定割合や一部事務組合が発行した地方債残高の本町負担分のほか、特別職と一般会計職員に支払う予定
の退職手当の累計も加味されます。
　この比率が350％以上になると財政健全化団体となります。

将 来 負 担
比 率

　基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３年間の平均値をいいます。財政力指数

　経常一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充てられたものが占め
る割合をいいます。財政構造の弾力性を表すもので、この比率が大きいほど財政状況が硬直化してるといわれます。

経 常 収 支
比 率

　公営企業会計における料金収入などの営業収益（事業規模）に占める実質収支の比率をいいます。
　我が町の公営企業会計は、一般会計からの繰入で収支不足を補っているため赤字はなく、比率がプラスの値に
なっています。資金不足が経営健全化基準の△20％を下回ると、国から健全化を強く求められる経営健全化団体と
なります。

資 金 不 足
比 率

（注）１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜
　　　的に当該黒字の比率を正数で表示している。　
　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き一律△20％である（公営競技は0％）。

６．財政指標の状況
差引
Ｂ－Ａ

１9年度
Ｂ

１８年度
Ａ

資金不足比率
（公営企業会計名）

財政再生
基 準

早期健全
化 基 準

差引
Ｂ－Ａ

１９年度
Ｂ

１８年度
Ａ財政指標名

5.8簡易水道事業特別会計△20.00△15.00△0.180.270.45実 質 赤 字 比 率

7.8公共下水道事業特別会計△40.00△20.001.77連結実質赤字比率

35.025.0△0.512.713.2実質公債費比率

350.084.9将 来 負 担 比 率

0.000.140.14財 政 力 指 数

0.8085.985.1経 常 収 支 比 率


